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研究成果の概要（和文）： 研究計画に従い、ヨーロッパ私法の展開について、従来の関連研究の成果を踏まえて作業
を進行させた。とりわけ、外国人研究者との積極的な交流を行い、それと同時に、ヨーロッパ私法、民法（債権法）の
改正に関する提案などの基礎的な資料を検討した。ヨーロッパ共通参照枠（DCFR）に関する基礎的な研究と、同時に翻
訳作業をも行った。外国で開催された国際比較法学会や研究会にも参加した。多面的に国際交流を深め、ヨーロッパ私
法に関する情報（アジアへの影響も含めて）を収集した。その際。日本法の情報も発信した。2013年度に上記の共通参
照枠（DCFR）の翻訳を完成させた。近時の民法改正などにかかわり論稿を発表した。

研究成果の概要（英文）：For the Development of European Private Law, we proceeded to work in the light of 
the results of relevant previous studies. Among other things, make the active exchange with foreign resear
chers, at the same time, we examined the material basic law model of European private law, such as the pro
posal for the revision of the (law of obligations) of the Civil Code of Japan.To perform basic research of
 Common European Framework of Reference on (DCFR), we translated these provisions at the same time. We als
o participated in the study group and the International Conference of Comparative Law. To deepen the inter
national exchange multifaceted, we collected information about the European private law. At that time, we 
have provided foreign researchers the information of Japanese law in a foreign language. We have published
 the completed translation of the DCFR in 2013. Papers related to the recent amendment to the Japanese Civ
il Code have been also published.
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１．研究開始当初の背景 
本研究が対象とする課題については、ヨー

ロッパで、各国私法の統一といった観点から
比較法的な作業として積極的に取り組む研
究が多数みられた。なかでもハイン・ケッツ
『ヨーロッパ契約法Ⅰ』は卓越した先駆的著
作であり、私たちの一連の研究作業の出発点
でもある。同書は邦訳され、大きな反響を得
た。また、契約法の比較法的検討は、以前か
ら私法統一国際協会（UNIDROIT）や国連国
際商取引委員会（UNCTRAL）をはじめとす
る国連組織で行われてきた。契約法は世界的
レベルで、国境を越えた取引にとってきわめ
て重要な経済的基盤を提供している。この動
きは、1980 年の国際物品売買契約条約（ウ
ィーン国際動産売買条約、CISG）また 2004
年のユニドロア国際商事契約原則（PICC）
として結実した。同時に、ヨーロッパでは各
国学者の連携による学術プロジェクトが盛
んである。これらの分析は重要である。こう
した作業をフォローし、その中で、日本もま
た契約法の方向性に影響を与えることが必
要であると認識した。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、第１に、欧州連合（以下、

ＥＵ）域内市場の拡大・展開において、経済
的障壁を法的レベルで解消することを意図
したＥＵレベルで進行する私法統一化の動
きを全体として跡付け、その方向性および特
質の解明である。第２は、こうした動きを基
礎づける近代ヨーロッパ私法の原理、並びに
ヨーロッパ私法の平準化動向、さらには統一
化（法典化）の動向を分析することにより、
近代ヨーロッパ私法の共通原理とその射程
を明らかにし、現代的な改正の課題を抱える
日本民法典への影響を考察することにある。
今回の研究期間では、とくにヨーロッパ民法
典・契約法典形成の可能性を探りつつ、併せ
て債権法分野全体にわたる民法典全体の構
造的・体系的分析を行い、それらの日本法へ
の受容可能性を解明する。 
 
３．研究の方法 
第１にＥＵ法レベルでの法統一に向けた

動きについて重要な指令等を取り上げる。必
要に応じて翻訳作業を行う。「ヨーロッパ私
法共通準拠枠草案（DCFR）」についての分析
作業を本格的に進める。第２に、ＥＵ法レベ
ルでの平準化の動きに対応した各国私法の
現代化現象および改正動向を取り上げる。そ
の際、ドイツ法圏、イギリス法圏、フランス
法圏といった従来の法圏論的な分析枠組を
利用する。第３に、第１の課題と対応しつつ、
ヨーロッパの主な国々を対象とし、各国固有
の法システム（裁判制度・実務慣行）のあり
方を踏まえて、各国債権法（とくに契約法）
における制度的共通性を明らかにする。その
際、可能なかぎり立法・判例の動向を含めて
考察を試みる。 

第４に、資料的な価値をもつ各国債権法（と
くに契約法）の条文や重要文献の翻訳作業を
も行う。主に英語・ドイツ語・フランス語文
献に依拠しながら作業を進め、翻訳等は積極
的に公表する。 
４．研究成果 
 当初の計画に沿って作業を行った。具体的
な成果として、後掲するように、ヨーロッパ
私法に関する基礎研究作業および翻訳作業
がある。とりわけ、ヨーロッパ契約法原則
（PECL）の展開として位置づけられている
DCFR（ヨーロッパ共通参照枠）の翻訳作業
およびその検討作業を連携研究者の協力
も得て精力的に遂行することができた。そ
の成果として、『ヨーロッパ私法の原則・定
義・モデル準則－共通参照枠草案（DCFR）』
を刊行した。本研究期間において、定期的
に研究会を開催し、また外国の研究者との
セミナーを行い、多様なかたちでの情報交
換が可能となり、ネットワークを形成する
ことができたことも重要な成果の一つで
ある。 
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